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大阪地裁、本日、温暖化防止情報開示訴訟で、 

住友金属工業、神戸製鋼、カネカ、花王の情報開示を命じる！ 
 
■ 本日午前１０時、大阪地裁は国に対し、省エネ法による住友金属工業和歌山

製鉄所など４事業所の経済産業省への電力及び燃料別のエネルギー使用量の

定期報告書（2003 年度）についての非開示処分を取り消し、開示を命じた。

昨年 10 月 5 日の名古屋地裁に続いて開示を命じたものであり、わが国の温暖

化政策の強化を情報面から大きく後押しするものとして、歓迎する。 
地球温暖化は加速的に進行し、世界中で異常気象が頻発している。京都議

定書第１約束期間（2008 年～2012 年）を目前に、わが国の排出量は 90 年比

で 8.1％(2005 年度)も増加している。今、審議会で、京都議定書目標達成計画

の評価・見直し中であるが、わが国の排出量の６割を占める大規模 CO2 排出

事業所の省エネ法に基づくこれらの情報を活用したプロセスとなっていない。

国は控訴することなく開示し、これらの情報を基礎に温暖化政策を見直し、

国内排出量取引など実効性のある排出削減の政策措置を速やかに導入すべき

である。 
 
■ 情報開示請求と本訴の提起 

（１）エネルギー消費量の情報開示請求 
気候ネットワークでは、2004 年 6 月、情報公開法に基づき、省エネ法第 1 種事業所

の 2003 年度エネルギー消費（熱と電気）に関する定期報告における燃料別使用量の開

示を求めた。対象事業所の 85％（4280 事業所）が開示されたが、残り 15％（753 事業

所）は情報公開法５条２号イに該当するとして、開示されなかった。 
（２）東京・名古屋・大阪地裁において訴訟を提起 
大規模エネルギー消費事業所の定期報告情報は、実効性ある温暖化対策に不可欠であ

る。そこで、気候ネットワークでは、これら不開示決定に対して審査請求を行うととも

に、モデル訴訟として、2005 年 7 月に近畿経済産業局管内の 7 の代表的大口排出事業

所について大阪地裁に、また、中部経済産業局管内の 9 事業所についての名古屋地裁に、

さらに 2005 年 8 月にその余の経済産業局管内の 12 事業所について東京地裁に、不開

示決定処分の取消と開示を求める訴訟を提起した（わが国初の地球温暖化防止訴訟）。 
 
 



■ 訴訟中に 92%まで開示 
本件提訴後の 2006 年 5 月~7 月にかけて、経済産業省は、340 事業所について追加「開

示」した（別紙参照）。よって、2003 年度定期報告対象事業所（5033 事業所）の約 92％
の事業所（4620 事業所）について開示されたが、なお 8％が不開示である。当該事業

所が開示を承諾しなかったためである。特に、高炉による製鉄所（17 製鉄所）は全事

業所について非開示であり、苛性ソーダ工場など一部の化学品工場も、非開示が今も多

い。 
 
■事業所の燃料別消費量情報は温暖化防止政策の強化に不可欠！ 
経済産業省の不開示処分の理由は、定期報告にかかる燃料別のエネルギー消費量が開

示されると、当該事業所は、①製品当たりのエネルギーコストの推計ができ、製造コス

トの推計も可能となり、②当該事業所のエネルギー効率化水準を知られ、③燃料等の価

格交渉等において支障を来すおそれがあり、④製造技術が推知されるおそれがある等、

競争上不利な立場に置かれることになるというものである。事業所で製造する製品は多

種にわたり、同一業種の事業者の多数が開示に応じていることからも、その理由がない

ことは明らかである。名古屋地裁は、昨年 10 月 5 日に国の証人尋問請求を採用せず、

開示に応じない事業者の正当な利益が害される蓋然性はないとして開示を命じた（現在、

控訴中）。大阪地裁は、国の申請による証人尋問を行った上で、本日、情報公開法５条

２号イの非開示情報にあたらないことを確認したもので、その意義は大きい。 

地球温暖化の進行は加速的となっている。気温の上昇を２℃未満に抑制し、気候を安

定化させていくためには、CO2 などの温室効果ガス排出を早期に半減しなければなら

ない。第１約束期間（2008 年～2012 年）の先進国の削減目標数値を合意した京都議定

書（1997 年採択、2005 年発効）はその第１歩である。日本の数値目標は 90 年比で 6％
削減であるが、2005 年において 8.1%も増加している。現在、中央環境審議会及び産業

構造審議会の合同部会で経団連自主行動計画を含む京都議定書目標達成計画の評価・見

直し中であるが、わが国の上位約 200 の大規模エネルギー消費事業所からの CO2 排出

量は、CO2 総排出量の２分の１を占める。うち、高炉による 17 製鉄所だけで 13%にも

及ぶ。こうした事業所での確実な省エネの推進と CO2 排出の多い石炭やコークスなど

から天然ガスへの燃料転換を推進するために、本件定期報告にかかる燃料別の消費量デ

ータは極めて重要な基礎的情報である。しかしながら、本訴において開示を求めている

情報は審議会での審議で全く活用されておらず、業界の自主行動目標設定及び検証にお

ける透明性を欠いている。国は、本判決に従って開示し、国内排出量取引制度の導入な

ど実効性ある温暖化対策の策定・実施を加速すべきである。 

問合せ：気候ネットワーク 〒604-8124 京都市中京区高倉通四条上る高倉ビル 3F 

TEL：075-254-1011、FAX：075-254-1012 

E-mail：kyoto@kikonet.org  URL：http://www.kikonet.org/ 

    浅岡法律事務所  TEL 075-211-2774 TEL 075-256-1103 



資料１ 経済産業局別の追加開示事業所数 

対象事業所総
数

当初非開示事
業所数

追加開示事業
所数

うち訴訟対象

事業所

北海道 138 18 11 1
東北 327 49 19 0
関東 2007 240 116 4
中部 727 106 47 5
近畿 863 135 53 3
中国 392 88 41 0
四国 154 30 13 1
九州 401 84 38 3
沖縄 24 3 2 0

合計 5033 753 340 17  

 

 
資料２ 各地裁における訴訟対象事業所 
（濃い網掛けは 2006 年 7 月以降に開示に変更されたもの、薄い網掛けは 2006 年 5 月に

開示に変更されたもの） 
■大阪地裁・訴訟対象 7事業所 

×非開示のまま (株)カネカ 高砂工業所 兵庫県 

×非開示のまま 花王(株) 和歌山工場 和歌山県 

×非開示のまま (株)神戸製鋼所 加古川製鉄所 兵庫県 

×非開示のまま 住友金属工業(株) 和歌山製鉄所 和歌山県 

○開示へ変更 東燃ゼネラル石油(株) 和歌山工場 和歌山県 

○開示へ変更 住友大阪セメント(株) 赤穂工場 兵庫県 

○開示へ変更 日本ハム(株) 兵庫工場 兵庫県 

 

■名古屋地裁・訴訟対象 9事業所 

×非開示のまま 新日本製鐵(株) 名古屋製鐵所 愛知県 

×非開示のまま 東ソ－(株) 四日市事業所 三重県 

×非開示のまま 三菱化学(株) 四日市事業所川尻工場 三重県 

×非開示のまま 三菱化学(株) 四日市事業所四日市工場 三重県 

○開示へ変更 出光興産(株) 愛知製油所 愛知県 

○開示へ変更 昭和四日市石油(株) 四日市製油所 三重県 

○開示へ変更 横浜ゴム(株) 新城工場 愛知県 

○開示へ変更 横浜ゴム(株) 三重工場 三重県 

○開示へ変更 明治乳業(株) 愛知工場 愛知県 

 

 



■東京地裁・訴訟対象 12 事業所 

×非開示のまま 新日本製鐵(株) 君津製鐵所 千葉県 

×非開示のまま ＪＦＥスチール(株) 西日本製鉄所（福山地区） 広島県 

×非開示のまま 東ソー(株) 南陽事業所 山口県 

○開示へ変更 昭和電工(株) 大分工場 大分県 

○開示へ変更 旭化成せんい(株) レオナ繊維長浜工場 宮崎県 

○開示へ変更 三菱化学(株) 鹿島事業所 茨城県 

○開示へ変更 太平洋セメント(株) 上磯工場 北海道 

○開示へ変更 三菱マテリアル(株) 九州工場 福岡県 

○開示へ変更 大王製紙(株) 三島工場 愛媛県 

○開示へ変更 新日本石油精製(株) 根岸製油所 神奈川県 

○開示へ変更 東燃ゼネラル石油(株) 川崎工場 神奈川県 

○開示へ変更 日産自動車(株) 追浜工場 神奈川県 

 
 
参考 省エネ法の定期報告書の様式 

電気           燃料等 
 


